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2019 年 4 月からの安衛法改正（産業医関連） 
 

 2019 年 4 月から、働き方改革推進法の一環として、企業の産業医（産業保健）機能強化及び面接指導につ

いて労働安全衛生法が改正されます。今回は産業医（産業保健）の機能強化についてお知らせします。 

 なお、産業医の選任は労働者数 50 人以上の事業場の義務ですが、労働者数 50 人未満の事業場についても、

必要な場合に医師に労働者の健康管理等の全部または一部を行わせる必要があり、その点も確認します。 

 

１．企業が医師に健康管理を依頼するタイミング 

 以下のように、労働者数 50 人未満の事業場でも、一定の義務のために労働者の健康管理に詳しい医師と関

係を保つことは必要と思われます。小規模事業場産業医活動助成金（産業医コース）なども参考にしてくだ

さい。 

内容＼常時使用する労働者数 50 人以上 50 人未満 

産業医の選任義務 あり なし 

健康診断の結果についての医師等から

の意見聴取義務 

規模には関係なく あり 

 

長時間労働の医師による面接指導義務 規模には関係なく あり 

休職・復職判断 企業のルールによる 

  ※ほかに 50 人以上の事業場はストレスチェックの義務があります。 

 

２．新たに課された事業者の義務・努力義務 

１）産業医の活動環境の整備 

産業医の業務内容、産業医への相談方法、健康情報の取扱い方法などを労働者に周知しなければならない。 

産業医が離任した場合、遅滞なく、その旨及び理由を衛生委員会等に報告しなければならない。 

（事前に産業医から勧告内容に意見を求められたうえで）産業医から勧告を受けた後、衛生委員会等に報

告しなければならない。 

勧告の内容、講じた措置の内容を記録し、３年間保存しなければならない。 

労働者が産業医や産業保健スタッフに直接相談ができる環境の整備に努めなければならない。 

事業者は産業医に以下の事項に関する権限を含め、産業医の職務が果たせるような権限を与えなければな

らない。 

・事業者等に対して意見を述べること。 

・労働者の健康管理等を実施するために必要な情報を労働者から収集すること。 

・労働者の健康を確保するため緊急の必要がある場合において、労働者に対して必要な措置をとるべきこ

とを指示すること。 

 

２）産業医による労働者の健康相談強化 

産業医に対し以下の必要な情報を提供しなければならない。 

・健康診断・面接指導・ストレスチェック後の就業上の措置の内容、または措置を講じない場合はその理

由。  

・法定外の労働時間が、1月あたり 80 時間超の労働者の氏名及び超えた時間に関する情報。  

・その他、健康管理等のために産業医が必要と認める情報。 

 

労働者の心身の状態に関する情報（健康情報）について、健康情報を適正管理するための措置を講じなけ

ればならない。 

※これについては、「労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのために事業者が講ずべき措置に関

する指針」が出ています。 
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